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《 要 旨 》 

本研究では、労働者の健康促進施策の一つとして運動習慣の推奨を行うことが企業経営

に合理的な側面を持つ可能性があるのかを、個人特性の調整の観点と運動習慣の喪失者を

考慮した観点から検討した。労働政策研究・研修機構の個人パネル調査「仕事と生活、健

康に関する調査」（JILLS-i）の第 1 期に回答を得られた 11,148 名の正社員労働者のうち、

第 4 期まで継続して回答をしていた 6,576 名の 4 期間コンプリートパネルデータを解析

に用いた。ウェルビーイング・ワークエンゲイジメント・生産性に関連する変数群をアウ

トカムとして、運動習慣の有無を説明変数として用いた。まず、pooled ols、パーソナリ

ティ特性（Big5）を調整変数に追加した pooled ols、二元固定効果推定（TWFE）の三

種の個人属性の統制レベルを変化させた推定を行い、個人特性由来の脱落変数バイアスが

推定に及ぼす影響を検討した。次に、運動習慣の変化を獲得と喪失に区別し、運動習慣が

一方向的に変化（獲得・喪失）してその状態が継続した個人のサブサンプルに解析を絞り

込み、運動習慣の獲得と喪失がアウトカムに及ぼす効果とそのダイナミクスを、TWFE と

イベントスタディーによって検討した。結果として、個人特性の統制レベルが大きくなる

ほど、推定係数値の絶対値が小さくなることが示された。また、運動習慣の獲得と喪失を

区別して効果を推定すると、抑うつ・不安傾向（K6）とプレゼンティーズムには効果が示

されなかったが、主観的健康感と仕事の満足度と生活の満足度とワークエンゲイジメント



 

 

に対して習慣の獲得は正の効果が、習慣の喪失は負の効果が示された。効果のダイナミク

スを確認すると、ワークエンゲイジメントには継続的な効果が、一部のウェルビーイング

には一時的な効果があり、運動習慣の獲得と喪失で効果のダイナミクスが異なる可能性が

示された。本研究の結果は、運動習慣を獲得して習慣を継続できた場合の正の効果と運動

習慣を喪失して喪失状態が継続した場合の負の効果が存在することを示唆している。 

 

（備考） 本論文は、執筆者個人の責任で発表するものであり、独立行政法人 労働政策研究・研修機構と

しての見解を示すものではない。本論文におけるデータの利用は、独立行政法人 労働政策研究・研修機

構の第５期プロジェクト研究サブテーマ「経済社会の変化と労働者の生活、健康、ウェルビーイングに関

する研究」への参加によって認められている。  
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1 目的 

高齢化による生産年齢人口比率の減少が世界的に予見されており（Bloom et al., 2010）、日

本においても国家的な重要課題となっている（内閣府, 2014）。労働人口比率が減少する高齢社会

においては、現在の社会福祉制度と働く人々の生活水準を維持するためには、労働時間の増加・生

産年齢の拡大・労働生産性の向上のいずれかが不可欠となる。長時間労働は身体的・精神的健康に

悪影響を及ぼすことが知られており（Iwasaki et al., 2006; Virtanen et al., 2018）、生産

年齢の拡大と労働生産性の向上を目指すことが重要である。 

経済学では、人々の健康は生産に関連する耐久的な人的資本の一種として理解されている。健康

状態は加齢とともに減耗するものであり、健康的な食事等の「健康資本投資」によって生産可能期

間（≒生産年齢）が延びるものとして理論的に整理されている（Grossman, 1972, 2017; Mu

shkin, 1962）。他方で近年の実証研究では、生産年齢の向上の側面ではなく、各種のコスト圧縮

効果や生産性の向上に着目が集まっている。例えば、労働者の健康状態を保つための企業主導の

「健康促進プログラム」の導入が、アブセンティーズム（病気欠勤による生産効率の低下）・プレ

ゼンティーズム（勤務中の生産効率の低下）・医療費の抑制に繋がり投資コストを上回る抑制効果

が存在する可能性が示唆されている（Baicker et al., 2010; Baxter et al., 2014; Nagata

 et al., 2018; Soler et al., 2010）。また、健康促進プログラムに取り組む企業として表彰さ

れると、企業価値や業績を向上させる効果が存在することも指摘されている（Fabius et al., 2

016; Goetzel et al., 2019; Grossmeier et al., 2016; 山本 et al., 2021）。このように、

労働者の健康促進は企業にとっても重要である。 

労働者の健康促進施策の一つとして、運動習慣の確保が挙げられる。運動の習慣化は心肺持久力

を高め、死亡率や疾病発症率（Kodama et al., 2009）、医療費（Bachmann et al., 2015）

を低減させる。たとえ顕著な体力向上に至らなくても、運動の習慣化による身体活動量の増加は、

死亡率や疾病発症率といった健康面や（Dekker et al., 2005; Yerramalla et al., 2020）、

認知機能（Feter et al., 2024）、うつ症状（Fox, 1999; Hallgren et al., 2020）を改善さ

せ、主観的ウェルビーイング（Frey & Gullo, 2021; Huang & Humphreys, 2012）や社会・

経済的側面（Cabane et al., 2016; Lechner, 2009; Lechner & Downward, 2017; Le

chner & Sari, 2015）にも好影響をもたらす。これらの知見を背景に、世界保健機関（WHO）

は中高強度の身体活動を週 150 分以上行うことを推奨している（Ding et al., 2020）。 

運動習慣に関する実証研究においては、逆因果の可能性と個人の選択という因果関係の識別に

おける壁が存在している。例えば、横断調査によって運動習慣と生産性との間に正の関連が示され

た場合、運動習慣を有することによって生産性が高くなったのか、生産性が高い人が運動習慣を有

しているのか、判断することができない（Walker et al., 2017）。また、運動を実施するか否か

は個人の選択によるものであり、外向的なパーソナリティ特性の人ほど運動習慣を有する傾向が

報告されており（Rhodes & Smith, 2006）、運動習慣の有無は個人の特性に依存していると考

えられる。介入研究として RCT を行うと因果関係の識別は可能となるが、RCT による長期的で
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大規模な介入研究は、コストの観点から実施が困難であることが多い。一方、調査研究では上述し

た因果関係の識別における壁による内的妥当性の点で限界がある。運動習慣の因果効果に関する

研究は、準実験的な解析方法を調査研究に応用したり、追跡調査を用いることによって内的妥当性

の向上を図る形で進展しており、運動施設との距離等を用いた操作変数法推定（IV 推定）（Wick

er & Frick, 2015, 2016）、傾向スコアマッチング（PSM）（Lechner, 2009; Pawlowski 

et al., 2018; Skrok et al., 2019）、二元固定効果推定（TWFE）による解析などが行われて

いる（Dallmeyer et al., 2023）。 

既に示したように、運動習慣が健康に良好な影響を及ぼすことは周知の事実であるにもかかわ

らず、運動を習慣化できている人は未だに少数派であり（Matsuo & So, 2021）、体力科学分野

では運動習慣の「定着」が重要な課題となっている（Piercy et al., 2018）。この運動習慣の定

着の課題は、準実験手法による因果効果の識別仮定に問題が生じさせる可能性が考えられる。例え

ば、運動習慣を一時的に獲得した後にその習慣を喪失してしまうような個人が多く含まれる場合

においては、PSM による推定では、運動の実施確率をどの時点でマッチングするのかといった問

題や、処置群とコントロール群の入れ替わりが複数のタイミングで発生するという問題が生じて

しまう。また、全サンプルを用いた TWFE の場合には、「運動習慣を獲得する効果」と「運動習慣

を喪失する効果」を同一のものと仮定した解析が行われるが、両者の効果が異なる場合には両効果

の加重平均が推定値となり効果の推定には歪みが生じ得る。1 

本研究は日本の人口構造を模した web モニターを対象とした追跡的なパネル調査を利用して、

運動習慣の変化がウェルビーイング（抑うつ・不安傾向（K6）、主観的健康感、仕事の満足度、生

活の満足度）・ワークエンゲイジメント・生産性（プレゼンティーズム）に及ぼす効果について検

討することを目的とした。まず、運動習慣と各アウトカムとの関連の推定係数値が、個人特性の統

制レベルの違いによってどのように異なるのかを検証した。次に、「運動習慣を獲得する効果」と

「運動習慣を喪失する効果」を区別し、それぞれの効果と効果のダイナミクスを検証した。 

 

2 対象と方法 

2.1 データと解析対象者 

本研究では、労働政策研究・研修機構の個人パネル調査「仕事と生活、健康に関する調査」（JI

LLS-i）2の第一回～第四回調査のデータ（2024 年 12 月 4 日に配布された ver.1 のデータ）を

用いた。第一回調査は 2023 年 1 月、第二回調査は 2023 年 7 月、第三回調査は 2024 年 1 月、

第四回調査は 2024 年 7 月と半年毎に実施された。調査対象者は、第一回時点で令和 2 年国勢調

査（総務省）に基づいて 35 歳から 54 歳の人口構造と同様になるように、性別・年齢階層・就業

形態・居住地域・学歴に基づいて割付がなされ、第一回調査において割付通りに 20,000 名が回

 
1 IV 推定に関して、例えば、スポーツジムができることで近隣の人が運動習慣を持ったのではなく、スポーツジ

ムの近隣に運動習慣を持つ人が既に多く住んでいるという逆因果の可能性も考えられる。そのため、運動習慣の

定着の有無に依らず、IV の外生性の仮定に違反している可能性が存在する。 
2 JILLS-i の調査概要については労働政策研究・研修機構（2023, 2025）を参照のこと。 
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収され、そのうち正社員労働者数は 11,148 名であった。本研究では、第一回調査に回答した正社

員労働者（11,148 名）のうち、第四回まで継続して正社員労働者であった個人（6,576 名）の 4

期コンプリートパネルデータ（26,304 サンプル）を解析の対象とした。 

 

2.2 JILLS-iにおける調査内容 

2.2.1 説明変数: 運動習慣の有無 

運動習慣の有無について、1 項目の質問（「あなたは以下のことがあてはまりますか。1 回 30 分

以上の軽く汗をかく運動を週 2 日以上実施している」）を用いた。回答は 2 件法であり、「はい」

を 1、「いいえ」を 0 とするダミー変数として解析に用いた。 

2.2.2 ウェルビーイングに関連するアウトカム: 抑うつ・不安傾向（K6） 

抑うつ・不安傾向を測定するために、K6 を用いた（Kessler et al., 2002）。K6 は、精神疾

患のスクリーニングを目的として開発された尺度であり、6 項目（例：「神経過敏に感じましたか」）

で構成される。「0:全くない」～「4:いつも」の 5 件法で回答を求め、合計得点が 5 点以上で軽症、

13 点以上で重症の気分障害および不安障害ありとスクリーニングされる（Kessler et al., 200

2）。K6 は、日本語版の信頼性・妥当性も確認されている（Furukawa et al., 2008; Sakura

i et al., 2011）。本研究では、K6 の合計得点を解析に用いた。この得点が高いほど、抑うつ・不

安傾向が高いことを意味する。 

2.2.3 ウェルビーイングに関連するアウトカム: 主観的健康感 

主観的健康感を測定するために、1 項目（「あなたの現在の健康状態はいかがですか」）の質問を

用い、「1:よい」～「5:よくない」の 5 件法で回答を求めた。本研究では、統計解析の際にはスカ

ラー倍をしても推定係数値の有意性に影響をもたらさないため、項目値を-1 倍することで反転さ

せた。この得点が高いほど主観的健康感が良好であるということを意味する。 

2.2.4 ウェルビーイングに関連するアウトカム: 仕事の満足度 

仕事の満足度を測定するために、1 項目の質問（「あなたは、ご自分の仕事にどの程度満足して

いますか。」）を用いた。「0：まったく満足していない」～「10：完全に満足している」の 11 段階

で回答を求めた。この得点が高いほど、仕事への満足度が高いことを意味する。 

2.2.5 ウェルビーイングに関連するアウトカム: 生活の満足度 

生活の満足度を測定するために、1 項目の質問（「あなたは、ご自分の生活にどの程度満足して

いますか。」）を用いた。「0：まったく満足していない」～「10：完全に満足している」の 11 段階

で回答を求めた。この得点が高いほど、生活への満足度が高いことを意味する。 

2.2.6 ワークエンゲイジメントに関連するアウトカム: ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度 

ワークエンゲイジメントを測定するために、3 項目版（例：「仕事をしていると、活力がみなぎ

るように感じる」）のユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度を用いた（Schaufeli et al., 

2019; Shimazu et al., 2008）。「1：全くない」～「7：いつも感じる（毎日）」の 7 件法で回

答を求め、本研究では項目値から 1 を引いてから 3 項目の平均得点を解析に用いた。この平均得
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点は、得点が高いほどワークエンゲイジメントが高いことを意味する。 

2.2.7 生産性に関連するアウトカム: プレゼンティーズム 

プレゼンティーズムを測定するために、1 項目版の Single-Item Presenteeism Question

（SPQ）を用いた（Muramatsu et al., 2021）。SPQ は、過去 4 週間の仕事の出来を健康な状

態と比較して 0-100%で回答を求めるもの（「病気やけががないときに発揮できる仕事の出来を 1

00%として、４週間の自身の仕事を評価して下さい。」）であり、「100-回答値」がプレゼンティ

ーズム得点と考えられている。本研究では、統計解析の際にはスカラー倍をしても推定係数値の有

意性に影響をもたらさないため、尺度得点を 1/10 倍をしたうえで解析に用いた。この変数は、値

が高いほど生産性が減損していることを意味する。 

2.2.8 個人特性の調整変数: Big5パーソナリティ特性 

パーソナリティ特性を測定するために、「日本語版 Ten Item Personality Inventory（TIP

I−J）」を用いた（Gosling et al., 2003; 小塩 et al., 2012）。TIPI−J は、「外向性」、「協調

性」、「勤勉性」、「神経症傾向」、「開放性」の 5 因子（合計 10 項目）で構成される尺度であり、7

件法で回答を求めた。JILLS-i では、第 1 回調査においてのみ TIPI−J への回答を求めていた。本

研究では、第一回調査の回答が第四回調査まで全て同一の回答がなされたと仮定し、各因子の 2 項

目の合計得点を解析に用いた。これらの得点が高いほど、各特性が高いことを意味する。 

2.2.9 調整変数 

性別、婚姻状況（配偶者有り、未婚（離婚や死別を含む）；未婚を基準とする）、産業（第一次産

業、第二次産業、第三次産業、公的セクター、その他；第二次産業を基準）、企業規模（1-9 名、

10-49 名、50-99 名、100-299 名、300-499 名、500-999 名、1,000-2,999 名、3,000 名

以上、官公庁、わからない: 1-9 名を基準） をダミー変数として、年齢、教育年数、過去 1 か月

の週平均労働時間数、睡眠時間を連続変数として、それぞれ調整変数として用いた。 

 

2.3 推定方法 

運動習慣の有無と各種アウトカムとの関連について、個人特性の統制レベルを変えた回帰分析

として以下の 3 つの推定モデルを実施した。 

        𝑌𝑖,𝑡 = α0 + α1𝑃𝐴𝑖,𝑡                                         + 𝑋′𝑖,𝑡  𝜏                   + 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑖,𝑡      [1] 

        𝑌𝑖,𝑡 = β0 + β1𝑃𝐴𝑖,𝑡 + ∑ 𝐵𝑖𝑔5𝑗,𝑖  𝛽1+𝑗
5
𝑗=1   + 𝑋′𝑖,𝑡  𝜏                   + 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑖,𝑡    [2] 

        𝑌𝑖,𝑡 = γ0  + γ1𝑃𝐴𝑖,𝑡                                              + 𝜂𝑖 + 𝛿𝑡  + 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑖,𝑡    [3] 

[サブスクリプト] 

i: 回答者個人 

t: 調査 wave（t=1 は wave1 の 2023 年の 1 月データを示し、以降半年毎のデータを示す） 

[変数] 

Y: アウトカム変数（K6、主観的健康感、仕事の満足度、生活の満足度、プレゼンティーズム、

ワークエンゲイジメント） 
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PA: 運動習慣(Physical Activity)の有無を示すダミー変数   

Big5: パーソナリティ特性の Big5 の項目スコア 

X: 2.2.9 で定義した調整変数ベクトル（性別、年齢、教育年数、婚姻状況、実労働時間、睡眠

時間、産業、事業場規模） 

τ: X に対応する係数値ベクトル 

error: 誤差項 

𝜂𝑖: 個人の固定効果項 

𝛿𝑡: 調査 wave の固定効果項（各 wave のダミー変数） 

 

[1]式は、wave1-4 までの調査データを 1 度の横断調査で取得したデータのようにプールした

状態で実施する重回帰モデル（pooled OLS）である。1 度のみの横断調査を利用した分析と同質

の推定手法である。[2]式は、[1]式に個人特性の一つであるパーソナリティ特性の Big5 を調整

変数として加えた重回帰モデルである。[3]式は、時間を通じて変化しない個人特性と調査年特性

を統制した二元固定効果推定（TWFE）モデルである（Angrist & Pischke, 2009; Wooldri

dge, 2010）。（α1, β1, γ1）は左から順に個人特性の統制度合いをより強めた推定結果であり、因

果効果により近しい関連であると考えることができる。本研究では各係数間に違いが生じるかを

検討した。係数値間に違いが存在しない場合、個人特性由来の脱落変数バイアスは大きな問題とな

らない可能性が示唆される。標準誤差については、回答者個人のクラスター頑健標準誤差を用いた

（Angrist & Pischke, 2009; Cameron & Miller, 2015; Rogers, 1994）。 

前述の[3]式を全サンプルに対して行う Dallmeyer et al.（2023）同様の推定は、[1][2]式

よりも個人特性をより強力に統制した推定結果と解釈はされるものの、運動習慣を獲得する効果

と喪失する効果は同じであると仮定した解析となっていた。獲得による効果と喪失による効果の

間に差異がある場合、[3]の推定結果は両効果を加重平均したものとなり、どちらの側面からも真

の効果とは言い難い推定結果となる。また、近年 TWFE モデルの整理が進み、適切な比較が重要

視され始めている（Baker et al., 2022; De Chaisemartin & d’Haultfoeuille, 2023; 

Goodman-Bacon, 2021）。特に、処置が一方向的でオンになる効果の識別については理解が進

展したが、処置のオンオフが反転するケースを含んでの効果の推定は未だに発達段階である3。ま

た、常に処置されている群を含めることも因果効果の識別仮定を壊してしまう可能性が指摘され

ている（Marcus & Sant'Anna, 2021）。このような背景より、本研究では運動習慣の獲得と喪

失を区別し、運動習慣の獲得や喪失が一方向的に発生し継続する（オンオフが反転しない）処置で

あるとみなしたうえで、運動習慣の変化の処置効果とそのダイナミクスをそれぞれ検討した。 

まず、運動習慣を獲得して継続する効果の推定には、調査期間中全期間で運動習慣の無い個人と

 
3 De Chaisemartin & d’Haultfoeuille (2020)においては、オンオフについて扱うことができる推定量を

提示している。しかし、１度のオンオフは許容できるものの、2 度以上のオンオフについては対応をしていな

い。また、オンとオフが含まれる場合は Goodman-Bacon (2021)の分解を行うことができないことを加味す

ると、現状は発展段階にあると考えられる。 
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運動習慣を途中の期に獲得して獲得状態を継続する個人のサブサンプルに解析を絞り、[3]式の推

定を行った。また、同様のサブサンプルを用いて獲得効果のダイナミクスを確認するために、以下

の推定を行った。 

        𝑌𝑖,𝑡 = a0  + ∑ b𝑝𝐿𝑒𝑎𝑑𝑖𝑡
𝑝3

𝑝=2 + ∑ 𝑟𝑔𝐿𝑎𝑔𝑖𝑡
𝑔2

𝑔=0 + 𝜂𝑖 + 𝛿𝑡  + 𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟𝑖,𝑡   [4] 

[変数] 

𝐿𝑒𝑎𝑑𝑝: 調査 wave が処置タイミングから p 期前であることを示すダミー変数 

𝐿𝑎𝑔𝑔: 調査 wave が処置タイミングから g 期後であることを示すダミー変数 

[サブスクリプト] 

p: 調査 wave と処置タイミングの前への乖離期間（p=1 はベースとなる為利用しない） 

g: 調査 wave と処置タイミングの後ろへの乖離期間  

 

[4]式の各b𝑝, 𝑟𝑔は、各運動習慣の獲得タイミングからのずれ p,g 期における、アウトカム変数

に及ぼす効果であると解釈され、b𝑝, 𝑟𝑔に着目するとアウトカムへの効果の推移が確認できる。[4]

式の推定手法は「イベントスタディー」と呼ばれる手法であり、経済学や経営学分野においてはオ

ーソドックスな手法である（Miller, 2023）。 

次に、運動習慣を喪失する効果の推定には、調査期間中全期間で運動習慣を有する個人と運動習

慣を途中の期に喪失して喪失状態を継続する個人のサブサンプルに解析を絞り、[3]式の推定を行

った。また、同様のサブサンプルを用いて喪失効果のダイナミクスを確認するために、[4]式の𝐿𝑒𝑎

𝑑𝑝, 𝐿𝑎𝑔𝑔を運動習慣の喪失について再定義して推定を行った。運動習慣の獲得と同様に、係数値の

b𝑝, 𝑟𝑔によって運動習慣を喪失することによるアウトカムへの効果の推移が確認できる。 

これらの結果の頑健性を確認する意味で、運動習慣の変化の発生タイミングの異質性に頑健な

推定（Rios-Avila et al., 2024; Wooldridge, 2021, 2023）、次に第一期の運動実施確率に

対しての 1:1 の PSM サンプルを用いた推定（Abadie & Imbens, 2006ｔ; Kim et al., 201

6; Liu et al., 2024; Matsuoka et al., 2019）、また運動習慣の有無に影響を及ぼす可能性

が考えられる労働時間や睡眠時間を調整変数として統制した推定を行った。 

本稿における統計解析では、STATA/MP 17.0 を用いた。 

 

2.4 倫理的配慮 

本研究の実施は、独立行政法人労働政策研究・研修機構研究倫理審査委員会において承認されて

いる（令和 7 年 3 月 25 日、通知番号第 2 号）。 
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3 結果 

3.1 記述統計 

解析対象の正社員労働者について、全体の記述統計と運動習慣の有無ごとに算出した記述統計

を表 1 に示す。運動習慣の有無に関しては、全 4 期データを pool して横断調査データのように

みなして集計を行っている。全体では女性が 29%、平均年齢が 46.1 歳であり、配偶者のいる者

は 56%であった。また、最も多かった産業は第三次産業の 61%であり、企業規模は 10～49 名

が最も多く、16％を占めていた。運動習慣を有している割合は 31%であった。 

全 4 期データを pool して運動習慣の有無で分類して平均値を比較すると、運動習慣無し群に

比べて運動習慣有り群は、K6 得点およびプレゼンティーズムが低く、主観的健康感および仕事と

生活の満足度が高かった。また、パーソナリティ特性を比較したところ、外向性・協調性・勤勉性・

開放性は運動習慣のある群の方が高く、神経症傾向は運動習慣がある群の方が低かった。 

 

表 1 記述統計 
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3.2 運動習慣の有無と各アウトカムとの関連と個人特性統制の推定結果への影響 

各アウトカムを用いた、[1]∼[3]式の推定結果を図 1 に示す。点は推定係数値、点を囲む線分は

95%水準の信頼区間を示している。点と線文の色の違いにより分析手法の違いを示している。推

定結果を確認すると、全ての推定手法[1]∼[3]式において、K6 得点・プレゼンティーズムとは負

の関連が、主観的健康感・ワークエンゲイジメント・仕事の満足度・生活の満足度とは正の関連が

あったことが示された。また、プロットの傾向を見ると、個人特性を統制するレベルが高くなるほ

ど推定係数値は 0 の方向に近づくことが示された。Appendix 表 A.1 にて、各推定結果と[3]推

定値と各推定値の違いをハウスマン検定によって検討した結果を示している。各ハウスマン検定

より、抑うつ・不安傾向（K6）における[2]式の推定結果を除く全ての推定において、[3]式の推

定結果との間に統計学的に有意な差（p<0.001）が確認された。 

 

 

図 1 運動習慣の有無と各アウトカムとの関連 

Note: 各アウトカム変数に対して、[1],[2],[3]式を用いた運動習慣の点推定値とその 95%信頼区間をプロット

している。[1],[2]式の推定においては、性別、年齢、教育年数、婚姻経験、実労働時間、睡眠時間、産業、事業場規

模を調整変数として用いた。[3]式の推定においては固定効果項のみを推定に用いた。標準誤差については、個人

クラスター頑健標準誤差を用いた。詳細の推定係数値は Appendix 表 A.1 に掲載した。 
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3.3 運動習慣の有無の変化（獲得・喪失）と効果のダイナミクス 

3.3.1 運動習慣の有無の経年的推移パターン 

運動習慣の有無の経年的なデータのパターンは全24通り存在するが、解釈の簡略化の意味で、運

動習慣の有無の経年的パターンを 5 分類（ｋ群, k=1,2,3,4,5）し、その度数と割合を表 2 に示

した。サンプルに占める割合の大きい群の順に述べると、（k=1）四期間運動習慣無し群 53.5%、

（k=5）四期間運動習慣有り群 17.8%、（k=3）運動習慣の獲得・喪失の両方を経験した群 14.

2%、（k=4）運動習慣を途中で獲得する群 9.3%、（k=2） 運動習慣を途中で喪失する群 5.2%

であった。全24通りの詳細の運動習慣の経年パターンは Appendix 表 A.2 に示している。 

 

表 2 運動習慣の有無の四期間の経年的パターンとその割合 

 

 

Note:  例として第一・三・四期には運動習慣無しかつ第二期には運動習慣有りの個人は k=3 群と分類され、第

一・二期には運動習慣無しかつ第三・四期には運動習慣有りの個人は k=4 群と分類される。全サンプル数ではなく

個人数のため、全 6,576 名となっている。 

 

3.3.2 運動習慣の獲得・喪失の効果とダイナミクスの推定 

先の全サンプルを用いた図 1 の[3]の推定は、運動習慣を獲得する効果と喪失する効果を同一と

みなして解析を行っていたと解釈することができる。ここでは、それぞれの効果を区別して推定を

行い、各効果が異なるのかどうか、また両者の効果ダイナミクスを検討した。推定の結果を図 2 に

示した。図 2 の x 軸は、データ内における運動習慣の変化（獲得または喪失）タイミングを基準

化して 0 として、運動習慣の変化から何期後か（-は変化前の効果）を意味し、縦の破線の左側が

運動習慣の変化前への効果、破線の右側が運動習慣の変化後への効果を示す。図 2 より各アウト

カムに対して、各期でどの程度の効果があったのかという効果のダイナミクスを確認することが

できる。Appendix 表 A.3 にて、図 2 で用いた[4]式と[3]式の推定結果の詳細を獲得と喪失そ

れぞれに対して提示している。 

まず、k=1,4 群のみのサブサンプル（n=16,512）を用いて、運動習慣の獲得の効果ダイナミ

クスを[4]式によって推定し、図 2 の上部に点推定値と 95%信頼区間をプロットした。また、各

アウトカム変数の名称の隣の*は、同様のサブサンプルを利用しての[3]式の点推定値の統計学的

な有意性を示している（*: p<0.05,**: p<0.01,***: p<0.001））。[3]式の推定結果より、全体

に効果が示されたのは、主観的健康感（p<0.01）・ワークエンゲイジメント（p<0.001）・仕事の

k=1 k=2 k=3 k=4 k=5

四期間運動習慣

無し群

運動習慣を途中で

喪失する群

運動習慣の獲得・

喪失の両方を経験

した群

運動習慣を途中で

獲得する群

四期間運動習慣

有り群
計

N 3,519 344 933 609 1,171 6,576

% 53.5% 5.2% 14.2% 9.3% 17.8% 100.0%

運動習慣の解析上の5分類
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満足度（p<0.05）・生活の満足度（p<0.05）であった。[4]式によって各アウトカムへの効果の

ダイナミクスを確認すると、主観的健康感に対しては運動習慣の獲得後に継続的な正の効果が示

された（x=0,1,2 に対して点推定値 0.108～0.109、それぞれ p<0.01, p<0.01, p<0.05）。ワ

ークエンゲイジメントに対しては、運動習慣の獲得後に正の効果が示され、各期の推定係数値は時

間が進むにつれて徐々に大きくなっていた（x=0,1,2 に対してそれぞれ点推定値 0.138, 0.205,

 0.324, p<0.01, p<0.001, p<0.001）。仕事・生活の満足度に対しては、運動習慣を獲得した

次の期（半年後）に一時的に正の効果が示されるが（仕事の満足度 p<0.05, 生活の満足度 p<0.

01）、運動習慣の獲得直後と 2 期後（1 年後）に対しては統計学的に有意な効果は示されなかった。

抑うつ・不安傾向（K6）とプレゼンティーズムについては、統計学的に有意な効果が示されなか

った。また、運動習慣の獲得前の時期には、統計学的に有意な効果が確認されなかった。 

次に、k=2,5 群のみのサブサンプル（n=6,060）を用いて、運動習慣の喪失の効果ダイナミク

スを[4]式によって推定し、図 2 の下部に点推定値と 95%信頼区間をプロットした。[3]式の推

定結果より、全体に効果が示されたのは、主観的健康感（p<0.05）・ワークエンゲイジメント（p

<0.01）・仕事の満足度（p<0.01）であった。[4]式によって各アウトカムへの効果のダイナミク

スを確認すると、主観的健康感と仕事の満足度に対しては、運動習慣を喪失した直後（x=0）に一

時的に減少効果が示され（p<0.05, p<0.001）、その後の期間には統計学的に有意な効果は示さ

れなかった。ワークエンゲイジメントに対しては、運動習慣の喪失直後（p<0.01）と次の期（半

年後）（p<0.05）まで継続的に減少効果が示されたが、2 期後（1 年後）には統計学的に有意な効

果は示されなかった。ワークエンゲイジメントの点推定値は徐々に点推定値は 0 方面に推移して

いた。抑うつ・不安傾向（K6）とプレゼンティーズムについては、統計学的に有意な効果が示さ

れなかった。また、運動習慣の喪失前の時期には、統計学的に有意な効果が確認されなかった。 

3.3.3 頑健性の確認 

図 2 の推定結果の頑健性を、Appendix 表 A.4 にて処置タイミングの異質性に頑健な推定（R

ios-Avila et al., 2024; Wooldridge, 2021, 2023） を行い、そのダイナミクスを Appen

dix 図 A.1 にプロットした。Appendix 表 A.4 より、主観的健康感に対する運動習慣の獲得の 2

期後における正の効果が統計学的に有意でない点が異なっているものの、図の推移の傾向が概ね

同じ形状であることが示された。 

また、Appendix 表 A.5 にて、第一期の運動習慣を持つ確率に対して、置き換え無しの calip

er を 0.001 に設定した 1:1 の PSM サブサンプルを利用して、図 2 の推定を行い、そのダイナミ

クスを Appendix 図 A.2 にプロットした。運動習慣の獲得における主観的健康感と仕事への満

足度への効果が示されなくなったものの、ワークエンゲイジメントと生活の満足度に対する効果

は、形状も含めて概ね同じ結果であることが示された。 

また、Appendix 表 A.6 にて、労働時間と睡眠時間を調整変数に入れて図 2 の推定を行い、そ

のダイナミクスを Appendix 図 A.3 にプロットした。図 2 と同じ形状と統計学的有意性を持っ

た結果であることが示された。 
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図 2 運動習慣の獲得・喪失の効果とダイナミクス 
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Note:  運動習慣の獲得（または喪失）タイミングを 0として、相対的に何期後であるかということを x 軸は示して

いる。破線部分は、個人が運動習慣を獲得（または喪失）したタイミングを示し、破線部よりも左側の-1,-2,-3 は運

動習慣獲得（または喪失）タイミングから 1,2,3 期前を示し、破線部よりも右側の 0,1,2 は運動習慣獲得（または

喪失）タイミングから 0,1,2 期後を示す。各アウトカム変数に対して、[4]式を用いた運動習慣の獲得（または喪失）

時期と調査時点のずれを示すダミー変数の推定係数値とその 95%信頼区間をプロットしている。運動習慣獲得効

果の推定においては、四期間運動習慣無し群（k=1）と運動習慣を途中で獲得する群（k=4）のみのサブサンプル

（n=16,512）に絞って解析を行った。運動習慣喪失効果の推定においては、四期間運動習慣有り群（k=5）と運動

習慣を途中で喪失する群（k=2）のみのサブサンプル（n=6,060）に絞って解析を行った。推定においては、固定効

果項のみを調整変数として用いた。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を用いた。各図のアウトカム

の隣の*は、獲得効果と喪失効果のダイナミクスの推定と同様のサブサンプルに解析を絞り、[3]式の点推定値の統

計学的な有意性を示しており、*: p<0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。 
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4 考察 

4.1 結果のまとめ 

まず、個人特性の調整度合いを強めると、推定係数値の絶対値は小さくなることが示された。さ

らに、運動習慣の獲得と喪失を区別して効果を推定すると、どちらの側面からも抑うつ・不安傾向

（K6）とプレゼンティーズムには効果が示されなかったが、主観的健康感・仕事の満足度・生活

の満足度・ワークエンゲイジメントに対して習慣の獲得は正の効果が、習慣の喪失は負の効果が示

された。頑健性を持った推定結果に基づくと、運動習慣の獲得は、ワークエンゲイジメントには継

続的な効果、生活の満足度には一時的な効果が示され、他方で習慣の喪失は、ワークエンゲイジメ

ントには継続的な効果、主観的健康感と仕事の満足度には一時的な効果があることが示された。そ

して、運動習慣の獲得と喪失で、効果の継続の仕方や効果の発生タイミングが異なる可能性が示さ

れた。なお、運動習慣の変化（獲得・喪失）の発生前の時期に関しては統計学的に有意な効果は確

認されなかった。 

以上のように、運動習慣の獲得と喪失を区別し、運動習慣の獲得・喪失の両方を経験した群（k

=3）を解析対象外として [3],[4]式による推定を行い、それぞれの効果のダイナミクスに違いが

生じている可能性を示した点が本研究の特徴となっている。 

 

4.2 結果の解釈 

図 2（Appendix 表 A.3）より、運動習慣の変化(獲得・喪失)という処置の発生前の事前効果

は確認されていないことから、TWFE における因果効果の識別仮定である共通トレンド仮定に違

反していない可能性が示された。すなわち、図 2 の結果は、運動習慣の変化(獲得・喪失)が定着

できた場合の経年的な因果効果と解釈して問題が無いということが考えられる。このことから、経

営面から解釈をすると、運動習慣の獲得は従業員の生産性（プレゼンティーズム）への直接的な改

善等には寄与しないものの、生活の満足度には一時的な、ワークエンゲイジメントには継続的な改

善効果を持っている可能性が示唆された。企業の wellness プログラム介入が生産性にも正の効

果を持つ可能性が示されていること（Soler et al., 2010）と統合して考察すると、従業員に運

動習慣の獲得を推進することのみでは、企業の生産性へのメリットは大きくないという可能性が

示唆される。その一方、特にワークエンゲイジメントに対しては、先行研究で考えられていた以上

に長期的メリットが大きい可能性が示唆された。そのため、運動習慣の変化（獲得・喪失）による

経年的な影響を検討することは、長期的な企業経営の観点からも重要であることが考えられる。ま

た、本研究の結果から、今まで十分に着目されていなかった運動習慣を喪失することによる一時的

な悪影響が存在することが示された。運動習慣の獲得のみを目的とした取り組みや介入のみでな

く、習慣の喪失を防ぐような取り組みも必要であると考えられる。 

個人特性の統制を強めると推定係数値の絶対値が縮小したという結果（図１）から、横断調査の

みを用いて ols やロジスティック回帰で推定をした場合、個人特性に対しての脱落変数バイアス

の発生により、過剰に有意差の出やすい方向に推定値にずれが生じてしまうという可能性が考え
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られる。また、[2]式のように個人のパーソナリティ特性（Big5）を調整変数に用いることは、横

断調査のデータを対象とした解析において有望な調整変数の一種となる可能性が示唆された。先

行研究との違いとして、Walker et al.（2017）は逆因果による推定値のバイアスの発生を明示

していたが、本研究では個人特性由来の脱落変数のバイアスの影響を図示した。また、本研究は、

全サンプルに TWFE を行った結果を無批判に受け入れるのみではなく、近年の TWFE の理解の

進展（Baker et al., 2022; Marcus & Sant’ Anna, 2021）を加味して、サブサンプルに絞

り込み一方向性の処置に限定してダイナミクスの検討を行うことの重要性を示唆している。 

運動習慣の獲得によって、メンタルヘルスの改善（Fox, 1999）やプレゼンティーズムの改善

（Walker et al., 2017）に繋がる可能性が先行研究で報告されていたが、本研究ではその効果

が示されなかった。メンタルヘルスに対する結果の不一致に関して、Fox（1999）等では既に抑

うつ症状を持った個人を対象として検討を行った結果であるのに対して、本研究では正社員労働

者を対象とした結果であることが影響していた可能性が考えられる。プレゼンティーズムの結果

の不一致に関しては、本研究が TWFE で検討したのに対して、 Walker et al.（2017） では L

atent Growth Curve Model を用いて検討がなされていた。Latent Growth Curve Mode

l が因果関係を示すのは、適切なモデル化ができていることが必要となり、その点が TWFE と異

なる。本研究は、Dallmeyer et al.（2023）同様に時不変の個人特性を TWFE により調整して

解析を行ったが、両側面から研究結果を蓄積していくことが重要であると考えられる。 

そして、本研究の結果、運動習慣の獲得と喪失で効果のダイナミクスが異なる可能性が示され

た。例えば、ワークエンゲイジメントに対しては、運動習慣の獲得による正の効果が運動習慣の喪

失による負の効果よりも継続的で大きい可能性が示唆された。心理的に悪い出来事は、心理的に良

い出来事よりも相対的に大きい効果を持つ可能性が指摘されているものの（Baumeister et al.,

 2001）、健康行動に関しては、人は不健康行動よりも健康行動の効果を相対的に大きく見積もっ

ていることが指摘されている（Kiviniemi & Rothman, 2008）。運動習慣の獲得が健康行動、

運動習慣の喪失が不健康行動と考えると、健康行動に関する人々の認知のずれによってダイナミ

クスや効果量の違いが生じていた可能性が考えられる。 

 

4.3 限界点 

本研究の限界点は主として次の三点である。第一に運動習慣の有無の尋ね方が 1 項目であった

点、第二に運動習慣という変数が内生決定変数であった点、第三に調査の外的妥当性の点が挙げら

れる。 

第一の点については、本研究では運動習慣に関する設問は 1 項目のみであり、運動習慣有りの

基準は、「1 回 30 分以上の軽く汗をかく運動を週 2 日以上実施している」であった。この基準は、

WHO の推奨する 150 分以上の中・高強度の運動と比較すると少ない水準ではあるものの、日本

の国民栄養調査等の政府統計においても使用され、先行研究（Matsuo & So, 2021）において

も使用された基準であった。運動習慣には、頻度や種類といった様々な側面が存在するため、運動
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習慣の効果は様々な側面から検討していくことが今後求められる。 

第二の点については、本研究では運動習慣を変化させる効果とそのダイナミクスを確認する際、

獲得効果解析のためのサブサンプル（k=1,4）と喪失効果解析のためのサブサンプル（k=2,5）に

それぞれ絞りこんで、運動習慣を変化させた後に継続できた個人に解析を絞って効果を示した。し

かし、運動習慣の獲得・喪失の両方を経験した群（k=3）が合計 14.2%存在していた。運動習慣

のような処置の有無に関して経年のオンオフの変動が大きい内生決定変数において、効果のダイ

ナミクスを推定するための手法は、現状では確立されていない。k=3 群を除くと、統制群との共

通トレンド仮定が壊れていないため、各サブサンプルの処置群への効果量を示したと主張が可能

であると考えられるものの、k=3 群の人々に対しての効果がどのようになっているかを明らかに

することはできなかった。また、本研究ではどのような理由で運動習慣を変化させるのかといった

背景のメカニズムを考慮せずに、習慣が定着して継続した場合の効果の推定を行った。運動習慣を

変化させる理由や運動習慣の獲得・喪失の両方を経験した群（k=3）がどのような人々なのかに

ついての検討、そのような人々が存在する場合の運動実施の因果効果はどのように識別されるべ

きか、またどのような個人に対してより効果が大きいのかといった効果の異質性などの点につい

ては、更なる検討が必要である。 

第三の点については、本研究で用いた JILS-i の調査は、web モニター会社に登録した個人の回

答を利用したが、外的妥当性の確保を目的として 2021 年の「労働力調査」の示す就業者の人口構

造を基に、性別・年齢階層・就業形態・居住地域・学歴で割付を行っている（労働政策研究・研修

機構, 2023）。割付を行ってもなお母集団の違いから調査の代表性には限界が存在する。また、運

動習慣の推移等に着目するため、本研究では 4 期間の追跡可能なサンプルへと絞り込みを行って

おり、結果として当初の正社員サンプル 11,148 名の約 59%しか解析に用いられず、さらに図 2

の解析においては、運動習慣の獲得・喪失の両方を経験した群（k=3）である 14.2%のサンプル

を解析対象から除いている。これらの点より、本研究の外的妥当性には限界が存在し、結果の一般

化の際には各種の留保を考慮に入れる必要がある。しかし、解決策の一つと考えられるアンバラン

スサンプルを含めての推定や全サンプルを対象とした推定は、内的妥当性とのトレードオフの関

係にあり、我々の図 2 の結果は内的妥当性を追求した結果と解釈できる。脱落率のより低い調査

の実施や、第二の点で述べたように新たな計量手法等による k=3 群を解析に含めた手法の発展が

今後期待される。 

 

 

5 結論 

本研究では、日本における正社員労働者の状況を代表するように割付をした 6,567 名の 4 期の

web モニター追跡調査データ（N=26,304）を用いて、ウェルビーイング・ワークエンゲイジメ

ント・生産性に対して運動習慣の獲得と喪失を区別して効果の推定を行った。本研究の結果から、

運動習慣の効果の推定に際しての様々なバイアスが存在することが示唆された。運動習慣を獲得
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と喪失に区別して効果推定を行うと、運動習慣の変化は生産性（プレゼンティーズム）や抑うつ・

不安傾向（K6）には影響を及ぼさないものの、一部のウェルビーイングやワークエンゲイジメン

トの向上策の一種としては機能する可能性が示唆された。また、運動習慣の獲得と喪失の効果のダ

イナミクスには違いが存在していることが示された。本研究で示された知見は、従業員の健康促進

の一環として運動習慣を推奨することを検討する企業や政府に対して、その施策の学術的根拠の

蓄積に寄与するものと考えられる。 
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Appendix 

表 A.1: 運動習慣の有無と各アウトカムとの関連 

 

Note: 各アウトカム変数に対して、[1],[2],[3]式を用いた運動習慣の点推定値と（）内に標準誤差を示してい

る。[1],[2]の推定においては、性別、年齢、教育年数、婚姻経験、実労働時間、睡眠時間、産業、事業場規模を調整

変数として用いた。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を用いた。*は統計学的な有意性を示してお

り、*: p<0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。N は解析に用いた 4 期の complete panel デ

ータの総サンプル数、individual は解析データに登場する個人の数を示している。Hausman 検定では、帰無仮

説として[3]の推定係数値とその他の推定係数値の差が 0 かどうかを検定している。 
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表 A.2: 運動習慣の有無の経年的変遷パターンと本文で用いる運動の経年パターン 5 分類 

 

 

Note: 例として第一・三・四期には運動習慣無しかつ第二期には運動習慣有りの個人は “0010”、第一・二期に

は運動習慣無しかつ第三・四期には運動習慣有りの個人は “1100”と分類される。全サンプル数ではなく個人数

のため、全 6,576 名となっている。 

 

 

  

k=1 k=2 k=3 k=4 k=5

四期間運動習

慣無し群

運動習慣を途中

で喪失する群

運動習慣の

獲得・喪失の両

方を経験した群

運動習慣を途中

で獲得する群

四期間運動習

慣有り群
Total %

0000 3,519 0 0 0 0 3,519 53.5%

0001 0 162 0 0 0 162 2.5%

0010 0 0 314 0 0 314 4.8%

0011 0 89 0 0 0 89 1.4%

0100 0 0 105 0 0 105 1.6%

0101 0 0 25 0 0 25 0.4%

0110 0 0 55 0 0 55 0.8%

0111 0 93 0 0 0 93 1.4%

1000 0 0 0 265 0 265 4.0%

1001 0 0 53 0 0 53 0.8%

1010 0 0 195 0 0 195 3.0%

1011 0 0 131 0 0 131 2.0%

1100 0 0 0 102 0 102 1.6%

1101 0 0 55 0 0 55 0.8%

1110 0 0 0 242 0 242 3.7%

1111 0 0 0 0 1,171 1,171 17.8%

Total 3,519 344 933 609 1,171 6,576 100%

% 53.5% 5.2% 14.2% 9.3% 17.8% 100%

各期の運

動の有無

の組み合

わせのパ

ターン

("abcd")

a: 4期

b: 3期

c: 2期

d: 1期

運動習慣の解析上の5分類
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表 A.3: 運動習慣の獲得・喪失の効果とダイナミクス 

 

Note: Panel A では k=1,4 群のみのサブサンプル（n=16,512）を用いて運動習慣の獲得の効果を、Panel 

Bでは k=2,5 群のみのサブサンプル（n=6,060）を用いて運動習慣の喪失の効果を、それぞれのサブサンプルを

利用して[4]式により効果のダイナミクスを、[3]式により Static ATT を推定した。（）内は標準誤差を示してい

る。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を用いた。*は統計学的な有意性を示しており、*: p<0.0

5,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。N は解析に用いた 4 期の complete panel データの総サン

プル数を示している。  
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表 A.4: 運動習慣の獲得・喪失効果とダイナミクスの頑健性の検証（処置タイミングの異質性に頑健な推定） 

 

Note: Panel A では k=1,4 群のみのサブサンプル（n=16,512）を用いて運動習慣の獲得の効果を、Panel 

Bでは k=2,5 群のみのサブサンプル（n=6,060）を用いて運動習慣の喪失の効果を、それぞれのサブサンプルを

利用して Wooldridge(2021)の提案する[4]式の修正手法により効果のダイナミクスを、[3]式修正手法により

Static ATT を推定した。（）内は標準誤差を示している。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を用

いた。*は統計学的な有意性を示しており、*: p<0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。N は解析に

用いた 4 期の complete panel データの総サンプル数を示している。  
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表 A.5: 運動習慣の獲得・喪失効果とダイナミクスの頑健性の検証（1:1PSM サブサンプルによる推定） 

 

Note:  第一期の運動主観の実施確率に対して、置き換え無しの caliper を 0.001 に設定した 1:1 の PSM サ

ブサンプルに対して図 2 と同様の解析を行っている。Panel A では k=1,4 群のみのサブサンプル（n=5,772）

を用いて運動習慣の獲得の効果を、Panel B では k=2,5 群のみのサブサンプル（n=5,784）を用いて運動習慣

の喪失の効果を、それぞれのサブサンプルを利用して[4]式により効果のダイナミクスを、[3]式により Static AT

T を推定した。（）内は標準誤差を示している。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を用いた。*は統

計学的な有意性を示しており、*: p<0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。N は解析に用いた 4

期の complete panel データの総サンプル数を示している。 
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表 A.6: 運動習慣の獲得・喪失効果とダイナミクスの頑健性の検証（実労働時間と睡眠時間を調整） 

 

Note: Panel A では k=1,4 群のみのサブサンプル（n=16,512）を用いて運動習慣の獲得の効果を、Panel 

Bでは k=2,5 群のみのサブサンプル（n=6,060）を用いて運動習慣の喪失の効果を、それぞれのサブサンプルを

利用し、 [4]式と[3]式に実労働時間と睡眠時間を調整変数として加えてダイナミクス効果と Static ATT を推

定した。（）内は標準誤差を示している。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を用いた。*は統計学的

な有意性を示しており、*: p<0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。N は解析に用いた 4 期の co

mplete panel データの総サンプル数を示している。 
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図 A.1: 運動習慣の獲得・喪失効果とダイナミクスの頑健性の検証（処置タイミングの異質性に頑健な推定） 
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Note:  運動習慣の獲得（または喪失）タイミングを 0として、相対的に何期後であるかということを x 軸は示して

いる。破線部分は、個人が運動習慣を獲得（または喪失）したタイミングを示し、破線部よりも左側の-1,-2,-3 は運

動習慣獲得（または喪失）タイミングから 1,2,3 期前を示し、破線部よりも右側の 0,1,2 は運動習慣獲得（または

喪失）タイミングから 0,1,2 期後を示す。各アウトカム変数に対して、Wooldridge(2021)の提案する[4]式の修

正手法を用いて、運動習慣の獲得（または喪失）時期への効果とその 95%信頼区間をプロットしている。運動習慣

獲得効果の推定においては、データを四期間運動習慣無し群（k=1）と運動習慣を途中で獲得する群（k=4）のみの

サブサンプル（n=16,512）に絞って解析を行った。運動習慣喪失効果の推定においては、データを四期間運動習

慣有り群（k=5）と運動習慣を途中で喪失する群（k=2）のみのサブサンプル（n=6,060）に絞って解析を行った。

推定においては、固定効果項のみを調整変数として用いた。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤差を

用いた。各図のアウトカムの隣の*は、獲得効果と喪失効果のダイナミクスの推定と同様のサブサンプルに解析を絞

り、Wooldridge(2021)の提案する[3] の修正手法を用いての効果の統計学的な有意性を示しており、*: p<

0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示している。 
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図 A.2: 運動習慣の獲得・喪失効果とダイナミクスの頑健性の検証（1:1PSM サブサンプルによる推定） 
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Note:  運動習慣の獲得（または喪失）タイミングを 0として、相対的に何期後であるかということを x 軸は示して

いる。破線部分は、個人が運動習慣を獲得（または喪失）したタイミングを示し、破線部よりも左側の-1,-2,-3 は運

動習慣獲得（または喪失）タイミングから 1,2,3 期前を示し、破線部よりも右側の 0,1,2 は運動習慣獲得（または

喪失）タイミングから 0,1,2 期後を示す。各アウトカム変数に対して、[4]式を用いた運動習慣の獲得（または喪失）

時期と調査時点のずれを示すダミー変数の推定係数値とその 95%信頼区間をプロットしている。第一期の運動主

観の実施確率に対して、置き換え無しの caliper を 0.001 に設定した 1:1 の PSM サブサンプルに対して図 2

と同様の解析を行っている。運動習慣獲得効果の推定においては、データを四期間運動習慣無し群（k=1）と運動

習慣を途中で獲得する群（k=4）のみのサブサンプル（n=5,772）に絞って解析を行った。運動習慣喪失効果の推

定においては、データを四期間運動習慣有り群（k=5）と運動習慣を途中で喪失する群（k=2）のみのサブサンプル

（n=5,784）に絞って解析を行った。推定においては、固定効果項のみを調整変数として用いた。標準誤差につい

ては、個人クラスター頑健標準誤差を用いた。各図のアウトカムの隣の*は、獲得効果と喪失効果のダイナミクスの推

定と同様のサブサンプルに解析を絞り、[3]式の点推定値の統計学的な有意性を示しており、*: p<0.05,**: p<

0.01, ***: p<0.001 を示している。 
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図 A.3: 運動習慣の獲得・喪失効果とダイナミクスの頑健性の検証（実労働時間と睡眠時間を調整） 
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Note:  運動習慣の獲得（または喪失）タイミングを 0として、相対的に何期後であるかということを x 軸は示して

いる。破線部分は、個人が運動習慣を獲得（または喪失）したタイミングを示し、破線部よりも左側の-1,-2,-3 は運

動習慣獲得（または喪失）タイミングから 1,2,3 期前を示し、破線部よりも右側の 0,1,2 は運動習慣獲得（または

喪失）タイミングから 0,1,2 期後を示す。各アウトカム変数に対して、[4]式を用いた運動習慣の獲得（または喪失）

時期と調査時点のずれを示すダミー変数の推定係数値とその 95%信頼区間をプロットしている。運動習慣獲得効

果の推定においては、四期間運動習慣無し群（k=1）と運動習慣を途中で獲得する群（k=4）のみのサブサンプル

（n=16,512）に絞って解析を行った。運動習慣喪失効果の推定においては、四期間運動習慣有り群（k=5）と運動

習慣を途中で喪失する群（k=2）のみのサブサンプル（n=6,060）に絞って解析を行った。推定においては、固定効

果項に加えて、実労働時間と睡眠時間を調整変数として用いた。標準誤差については、個人クラスター頑健標準誤

差を用いた。各図のアウトカムの隣の*は、獲得効果と喪失効果のダイナミクスの推定と同様のサブサンプルに解析

を絞り、[3]式の点推定値の統計学的な有意性を示しており、*: p<0.05,**: p<0.01, ***: p<0.001 を示し

ている。 
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